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要旨． 

これまで経営学、経済学の分野で IT投資と企業の生産性との関連性は多く議論されてき

ている。IT投資が企業の生産性向上に寄与しているという主張や、IT投資が企業の生産性

向上に寄与しているとは言えないという主張など、研究者の間で結論は分かれている。し

かし一方で、IT投資が企業の生産性向上に寄与するためには、IT投資に対応した企業組織

改革、新たなビジネスモデルへの転換、労働者の ITスキルの向上などの企業固有の特性を

考慮すべきであるという指摘がなされている点では一致している。 

IT 投資は企業内外の情報の流れを効率化することにより、企業の生産性向上に寄与して

いると推察することができる。しかし、IT 投資が本当に企業の生産性向上に寄与している

のかは明らかでなく、定量的な分析が必要であり、本稿では航空産業を事例として定量的

な分析を行う。その結果、航空産業において実質 IT投資額が寄与しているのは、TFPと実

質産出額であり、実質付加価値には寄与していることが認められない、という結果を得た。

特に実質産出額に対しては係数が正の値を示しており、IT 投資額を増やすほど、実質産出

額が増加するという結果が得られた一方で、TFPに対しては実質 IT投資の係数は負の値を

示しており、IT投資額を増やすほど、TFPが減少するという結果が得られた。 

本稿で扱ったマクロデータだけでは個々の企業の経営状況を考慮することができない為、

何故 IT 投資が TFP に対してマイナスに寄与してしまった原因が明らかでなく、今後の研

究の課題である。 
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0．はじめに 

これまで経営学、経済学の分野で IT投資と企業の生産性との関連性は多く議論されてき

ている。例えば森川（2007）は、企業特有の特性が大きく影響していることを考慮しなく

てはならないとした上で、情報ネットワークの高度利用が生産性（以下 TFPとする）と正

の相関が認められた、としている。また、一方で長澤（2009）は 1980年から 2005年まで

の日本経済を分析対象として IT投資が生産性に与える影響を分析し、IT投資が企業の生産

性向上に寄与しているとは言えない、と結論付けた。また、長澤（2009）は IT投資が企業

の生産性向上に寄与するためには、IT 投資に対応した企業組織改革、新たなビジネスモデ

ルへの転換、労働者の ITスキルの向上、等の重要性を指摘した。 

以上のように、IT 投資が企業の生産性に与える影響は研究者の間でも意見が異なってい

るが、その一方で IT投資だけが企業の生産性向上に寄与しているのではなく、同時に企業

組織や各企業のビジネスモデル等、企業固有の特性が IT投資と企業の生産性の関係性に大

きな影響を与えている可能性を指摘している点では一致している。本稿ではまず IT投資が

どのように企業の生産性に影響を与えうるのかを整理した後、経済産業研究所（REITI）が

公表している「JIPデータベース 2010」を用いて、航空産業を事例として IT投資が企業の

生産性に寄与しているかを分析する。 

 

1．IT投資と生産性 

 そもそも IT 投資が何故企業の生産性に寄与するのかを考えると、それは IT 投資が企業

内、企業外の情報の伝達を効率化するからであると考えられる。伊丹・軽部（2004）は伝

統的なヒト、モノ、カネという経営資源に加え、「情報的経営資源」の重要性を指摘した。

すなわち、技術やノウハウといった企業内部の人々が持つ「情報」と、ブランドなどの企

業外部の人々に蓄積されている「情報」が企業の競争優位の確立に大きく貢献している、

ということである。また、技術を「自然と企業の間の情報の流れの結果として、企業の人々

が学ぶに至る知識の蓄積」であると定義し、企業内の情報の流れの重要性を指摘した。こ

こでは情報の流れを、企業が意図的に情報活動を行うことによって起こる「意図的な情報

の流れ」と、日常的な仕事の中で起こる「副次的な情報の流れ」の二つに区別している。IT 

投資はこのどちらの情報の流れについても効率化する可能性を秘めている。なぜなら「意

図的な情報の流れ」については、企業内イントラネットなどの利用によって流れの効率化

を図ることができると考えられるし、後者の「副次的な情報の流れ」についても、例えば

メールなどの利用により、より低コストで伝達することが可能だからである。このように、

IT 投資をすることによって企業内部の情報の流れを効率化することができ、その結果とし

て技術革新が促され、企業の生産性の向上が期待されるのである。 

また、企業外部の情報の蓄積に関しても IT投資は大きく寄与していると考えられる。そ

れはこれまでの企業が採択するマーケティング戦略の変遷を見ても顕著である。すなわち、

IT 技術の発達によりこれまでよりも顧客情報の管理が容易になったことによって、セグメ
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ントごとにマーケティング戦略を考えるマス・マーケティングから、より顧客個人の選好

を考慮した One-to-One マーケティングへと各企業が採用するマーケティング戦略が変化

している。より個人の選好を反映した販売戦略を低コストで実行していくことにより、企

業外部での情報蓄積の効率性にも IT投資は貢献していると考えられ、企業の競争優位の実

現に貢献していると考えられる。 

以上のように、IT 投資は企業内外の情報の流れを効率化することにより、企業の生産性

向上に寄与していると推察することができる。しかし、IT 投資が本当に企業の生産性向上

に寄与しているのかは明らかでなく、定量的な分析が必要である。以下で航空産業を例と

して、IT投資が企業の生産性に与える影響を定量的に分析する。 

 

2．分析 

（1）用いるデータ 

「JIPデータベース 2010」にある TFP、実質産出額（2000年価格、）実質 IT投資額（2000

年価格）、実質付加価値額（2000 年価格）、実質 IT ストック額（2000 年価格）、実質非 IT

ストック額（2000年価格）、部門別マンアワー（1000人×総労働時間）、の 1980年から 2007

年までの時系列データを用いて分析を試みる。JIPデータベースには 1980年以前のデータ

も存在するが、1980年以前とそれ以降では IT投資の定義が変更されていることから 1980

年以降のデータを用いた。また、ここでの IT投資額は、コンピュータ関連機器、電気通信

機器、ソフトウェア、という 3 つの項目に対する支出額の合計である。それぞれの変数の

推移は以下の通りである。 

（図 1）TFPの推移 
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（図 2）実質産出額の推移 

 

 

（図 3）実質 IT投資と実質 ITストックの推移 
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（図 4）実質非 ITストック額の推移 

 

 

（図 5）実質付加価値額の推移 
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（図 6）部門別マンアワーの推移 

 

 

 実質産出額、実質 IT 投資額、非 IT ストック額に関してはおおむね上昇傾向にあり、そ

の他の変数に関しては特にトレンドは確認されない。また 90年代後半より航空産業の規制

緩和が始まり、2000 年に航空法が改正され、路線ごとの免許制から安全面の審査を中心と

した許可制へと規制緩和がなされたが、その影響は実質付加価値額の上昇や TFPの向上と

いった側面からは観測されない。その為、以下でモデルを構築するにあたっては特に規制

緩和の影響を考慮せず分析を進めていく。 

 

（２）分析手法とモデル 

分析手法として、Box-Jenkins 法を用いる。まず、Granger 因果性の検定を行い、被説

明変数から説明変数のほうに因果性が無いかを検定する。今回の分析では複数の被説明変

数と説明変数の組み合わせがある為、数通りの組み合わせでの Granger因果性検定を行い、

特に実質 IT 投資額に関して被説明変数からの因果性が無く、実質 IT 投資額から被説明変

数への Grangerの意味での因果性が認められる組み合わせを採用し、モデルを構築する。 

次に定常性の検定を行う。元データに対し、ADF 検定をかけ、定常化しなかった場合は

対数をとる、さらに対数の階差をとるなどして、定常化するまで検定を行う。 

最後に、系列相関がないように ARMAXモデルを構築し、分析を行う。 

 Granger因果性検定の結果、構築されたモデルは以下の通りである。 

 

𝑇𝐹𝑃𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑟𝑒𝑎𝑙𝑖𝑡𝑖𝑛𝑣𝑡 + 𝛽2𝑚𝑎𝑛ℎ𝑜𝑢𝑟𝑡 + 𝛽3𝑛𝑜𝑛𝑖𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝜀𝑡     ・・・① 
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𝑟𝑒𝑎𝑙𝑜𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑟𝑒𝑎𝑙𝑖𝑡𝑖𝑛𝑣𝑡 + 𝛽2𝑚𝑎𝑛ℎ𝑜𝑢𝑟𝑡 + 𝛽3𝑛𝑜𝑛𝑖𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝜀𝑡 ・・・② 

𝑟𝑒𝑎𝑙𝑣𝑎𝑙𝑢𝑒𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑟𝑒𝑎𝑙𝑖𝑡𝑖𝑛𝑣𝑡 + 𝛽2𝑚𝑎𝑛ℎ𝑜𝑢𝑟𝑡 + 𝛽3𝑛𝑜𝑛𝑖𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝜀𝑡    ・・・③ 

 

（realoutput：実質産出額、realvalue：実質付加価値額、realitinv：実質 IT 投資額、

nonitstock：実質非 ITストック額、manhour：部門別マンアワー） 

 

以上のモデルについてそれぞれの変数を対数化し、階差を取るなどして定常化した上で

ARMAXモデルを構築し、分析を行った。 

 

（３）分析結果と解釈 

以上のモデルを分析した結果は以下の通りである。 

 

（表 1）TFP=f（実質 IT投資額、部門別マンアワー、非 ITストック額） 
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（表 2）実質産出額＝f（実質 IT投資額、部門別マンアワー、非 ITストック額） 

 

 

（表 3）実質付加価値額＝f（実質 IT投資額、部門別マンアワー、非 ITストック額） 

 

 



9 

 

 以上の分析結果より、航空産業において実質 IT投資額が寄与しているのは、TFPと実質

産出額であり、実質付加価値には寄与していることが認められない、という結果を得た。

特に実質産出額に対しては係数が正の値を示しており、IT 投資額を増やすほど、実質産出

額が増加するという結果が得られた。しかし一方で、TFPに対しては実質 IT投資の係数は

負の値を示しており、IT投資額を増やすほど、TFPが減少するという結果が得られた。 

 先述のように、これまでの経営学での議論、特に資源ベース戦略論によれば、企業の競

争優位を実現する為には、ヒト、モノ、カネ、そして情報という経営資源が特に重要とな

り、情報の伝達が効率化されていれば生産性の向上を通じて企業の戦略的優位を確立する

可能性が高くなるはずである。この情報伝達の効率化に IT技術は大きく貢献することが考

えられ、IT投資額は TFP の上昇に寄与することが予見された。 

 ここで得られる結論は、航空産業においては IT投資が企業の技術進歩を促すようになさ

れておらず、不効率な IT投資が行われている可能性があるということである。森川（2007）、

長澤（2009）が指摘しているように、IT投資に即したビジネスモデルの構築や、労働者の

IT 教育の促進など、企業固有の要因を考慮した上で IT 投資を行うことではじめて、IT 投

資が技術進歩に寄与するということが言える分析結果になっている。IT投資が TFPに対し

てマイナスに寄与していることから、例えば新たなソフトフェアやシステムを導入したが、

現場がその扱い方に戸惑い、生産効率が低下してしまった、といったことが考えられる。

しかし、ここで扱ったマクロデータだけでは個々の企業の経営状況を考慮することができ

ない為、何故 IT 投資が TFP に対してマイナスに寄与してしまったのか、ということは明

らかではない。 

 

３．今後の課題 

 ここまではマクロデータを用いることによって、IT 投資が企業の生産性にいかに寄与し

ているのかを分析してきた。そして、航空産業において実質 IT投資額は、TFPと実質産出

額に寄与しており、実質付加価値には寄与していることが認められない、という結果を得

た。特に TFPに関しては、IT投資額がマイナスに寄与しているという結果を得た。この点

に関しては特に更なる検証が必要である。いずれの結果を見ても、IT 投資が企業の生産性

に与える影響は、各企業の固有の特性に大きく依存しており、それらの企業特性による影

響を取り除いた上で分析をしていく必要があると考えられる。それは例えば組織形態の変

更であったり、経営者の交代であったりと、企業内部の者でなくとも観察可能な企業固有

の特性である可能性もあり、データの入手可能性を考慮し、更によりミクロなデータを用

いることによってこれらの企業特性を考慮した分析をしていくことが、これからの課題で

ある。 

 また、今回はこれまで規制対象であった航空産業を分析対象として選んだが、これまで

あまり政策変更による影響を受けなかった産業を分析対象として扱うと、異なった結果を

得ることができる可能性が大きい。これからそのような産業と、今回分析の対象とした航



10 

 

空産業とを比較することによって、今回得られた結果の原因を究明することができる可能

性があり、この点についても今後の課題であると考えられる。 
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